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ICPの発展と ESCAP諸国の対応

溝口敏行

(1 )問題の 所在*l

経済・社会活動のグローパル化が顕著になるにつれて，数値情報による

国際比較が重要性を増してきており，国際機関等を中心に国際比較統計の

整備が進められてL品。その中で，国民経済計算による比較は，経済の分

野できわめて重要な地位を占めている。国民経済計算は，各国経済の動き

を総合的に記述したものであるから，国閣の経済力を比較する上で最適な

ものであることはいうまでもない。このため，国連統計局 (UNSO)を中

心に，推計方法の統一化や，推計精度の向上につし、ての努力が， 1950年代

以降精力的に行われてきた。 1980年代以降，それまで SNAとMPSの異

なった 2体系による推計が，社会主義国の崩壊や，経済の自由化にともな

って， SNAに統一されつつあることも比較可能性を増大させている。こ

の結果UN，Yearbook of National Accounts Statisticsに掲載されている国の

数は逐次増加し， 1995年の報告書では185ヶ国におよんでいる。これらの

国のデータを利用した名目勘定の構成比の比較や，実質勘定による成長率

の変化等による分析による国際比較については，多くの成果が発表されて

おり，貴重な数値情報となってきている。

しかし各国の国民経済計算の数値を絶対レベルで、直接比較しようとす

ると，各国の貨幣単位で表示された数値を，特定の国の通貨単位一ーたと

えば米ド、ルーーに換算する必要がある。通常行われる方法は，外国為替市

場で成立している為替レートを利用するものである。確かに，このレート
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は各国の通貨の「力」を示すものであるから，外国為替相場に依存した比

較はそれなりの意味をもっている。しかしながら，その結果から消費水準

の比較や，産業別の生産性の比較等を行おうとすると問題が生じる。前者

の例では，日本の消費者物価水準が国際的に高いことは，海外旅行経験の

もつ日本人の共通認識となっている。後者の例では，為替レートは日本の

自動車産業等の国際競争力のある産業についての生産性の分析にはある程

度まで利用できょうが，規制によって守られてきた日本の卸売・小売業等

に関する国際比較分析では明らかにバイアスが発生するであろう。異なっ

た時点聞の比較で，名目金額から物価変動効果を除くために「実質化」し

た上で比較すると同様に，国際比較においても，国聞に存在する物価水準

差を調整した上で比較を進められる必要がある。

当初 Internationa1Comparison Projectと呼ばれ，後に International

Comparison Programmeと改称された ICPは，この問題の解決をめざし

て1970年に発足した園際フ。ロジェクトである。このプロジェクトは，その

後数年の間隔をおいて企画され，現在まで6回実施されている。さらに，

1999年を目標に第7回 ICPが計画されている。このプロジェクトでは，

園や地域(以下簡単に「国」と略記)にたL、して，基本的には任意参加を

もとめる方式をとっているが，世界銀行， EC統計局等の国連機関等の援

助が発展途上国に対して実施されたこともあって，参加国数は急速に増加

している。このプロジェクトの目的は，

1.参加国聞で比較可能な物価データを収拾するとともに，

2. これを国際比較に便利なように加工集計する，

ことである。

筆者はたまたま第 l回プロジェグトに，日本側メンバーの一人として参

加する機会があり，また第4回以降 ESCAP主催のセミナーに参加する機

会に恵まれたことから，このプロジェクトの発展経緯と，日本を含む

ESCAP諸国の対応に関する情報をある程度まで組織的に収拾することが

で、きた。本論は，将来の研究のための資料として，公式資料には必ずしも
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明確な形では表れていない事実等も含めて，これらの情報を取り纏めたも

のである。

(2) ICP前史

他の分野の経験と同様に， ICPの開始までにはそれを支える先駆的研究

・業績があり，それらは 2つの流れより構成される。その第 1は，実質賃

金や消費水準の比較をめざした作業である。 ILO(1934)は，第2次大戦

前の数少ない本格的な国際比較研究であるが，その中に含まれている H.

Staehleの食料消費水準の国際比較は，最初の組織的比較として評価され

ているだけでなく，関数論的物価指数理論の分野でも広く引用されてきて

いる;)この種の研究は，多方面で進められ，概して経済発展段階の高い国

ほど消費者物価水準が高く，その結果実質賃金や実質消費水準の較差はそ

れまで行われてきた為替レートによるものよりも縮小する傾向があること

が明らかになった。日本とアメリカの比較については，孫回(1963)の先

駆的業績に続いて，野田(1963)，永山(1969)のより精密な研究がある。

1960年代に主として日本で実施された日本と ESCAP 諸国間，ないし

ESCAP 諸国相互間に関する消費・物価水準比較研究としては，岩崎

(1965) ，野田(1969)，Mizoguchi (1969)等をあげることができる。

ICPへのいま一つの流れは，国民経済計算の実質ベースでの比較を目指

すものである。このためには，国民経済計算を構成する項目別に，物価水

準調整済みの貨幣単位換算率ないし「購買力平価一一ppPJを測定する

ことによって，国民総生産ないし国内総生産の比較が行われてきている:)

この種の試みの先駆的研究として Clark (1951)があげられるが，

Gilbert-Kravis (1958)はこの種の作業を国際共同プロジェクトのレベル

に引き上げたものとして知られている。このプロジェグトでは，欧米先進

5ヶ国のデータを利用して，園民経済計算の支出勘定を構成する項目につ

いて PPPを計算している (4)いっぽう Gilbertet. a1. (1958)では，国民経

済計算の生産勘定項目に対応した PPPの推計が進められた。この時点で
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は，支出勘定からの接近と生産勘定からの接近はほぼ対等の地位にあった

といってよい。また，当時の発展途上国を含む各国の国民所得データの利

用可能性ということからみると，生産勘定よりの接近の方がむしろ優位で

あったとみられぬわけでもなL、。しかしこの先駆的な 2研究を受け継いだ

Kravisは，支出勘定による接近を選択して ICPを推進した。この結果，

その後の作業は生産勘定による生産性比較等の若干の個人ベース研究を除

けば， PPPの推計作業は支出勘定的接近に集中されることになった。

(3) ICPの発足一一第 1回 ICPから第 3回 ICPまで

1965年の国連統計委員会は， ICPの推進に関する勧告を採択しペンシ

ルバニア大学のKravis教授を中心に作業が進められることになった。し

かし当初積極的に資金援助を行っていた世界銀行が突然プロジェクトか

ら撤退したために，作業が一時中断されることになった。)その後，国連統

計局が資金援助を行うことになり作業が1970年実施を目指して再開された

が，その規模は大幅に縮小された。さらに資金不足のために，作業費用を

比較対象国にかなりの程度依存せざるを得なくなったために， ICPの意義

から考えて不可欠とされる一部の「主要対象国」を除けば，任意参加の形

で対象国を募集せざるを得なかった。このような事情から，当時の多くの

国の政府はこのプロジェクトへの参加について必ずしも積極的ではなかっ

た。この結果，第 1回 ICPへの参加は，日本を含む10ヶ国に限定される

ことになった。

今日からみると，日本は第 1固からの参加国としてかろうじて面白を保

っているが，その参加への経緯はスムーズなものではなかった。当時の日

本は主要対象国で、はなかったが，参加が望まれるにたる経済的実力に達し

ていた。しかし，政府部内では ICPの重要性についての理解は必ずしも

十分で、はなかったように思われる。このために，予算措置等の対応が行わ

れていなかった。この局面を打開するために， Kravis教授は都留重人一

橋大学教授を通じて個人ベースのク'ループによる日本の参加の可能性を打
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診してきた。日本の参加の可能性を検討するために，学術振興会の資金に

よるアメリカへの派遣聞が結成され，ペンシルパニア大学のKravis教授

および当時助手をつとめていた Heston氏との協議の結果，日本の民間レ

ベルで、の参加が内定した。日本側のプロジェクトの資金は学術振興会が追

加支出し，事務局は統計研究会があたり，必要なデータについては永山，

野田委員を通じて政府機関から提供されることになった。日本以外の

ESCAP諸国については，当時国連統計局で活発な活動をおこなっていた

インドの参加に限定されることになった。

第 1回 ICPの成功裏に終了したことをてこにして，国連統計局は定期

的な実施を目指して第2回，第3回 ICPを実施した。)この間各国政府の

理解も進み，表 lに示されたように参加国数は着実に増加し，本格的な国

際共同プロジェクトとして一般に認知されるようになった。 ESCAP諸国

からの参加も，同表にみられるように大幅に増加した。日本においても，

永山・野田両氏の働きもあって，第2固からは政府レベルで、参加すること

になった。また，作業経験の積み重ねによる比較方法や比較銘柄の選択等

にかなりの改善がみられた。このような実務的な改善とともに， ICPを巡

る理論的及び応用的な検討が進められたことにも注目されなければならな

い。それらを列挙すると，

(扮多国間の国民経済計算比較における物価調整の方法論，

(ぃ) 一部物価情報が欠落した場合の対応法，

(ぅ) 時系列比較とクロスカントリ比較を同時的に実施するための統合表

の作成，

があげられる。

(ぁ)の問題は物価指数論として興味あるテーマである。物価水準を示すた

めに作成される物価指数はそのウエイト体系によって異なった結果を示

す。そのために 2固ないし 2時点間比較では，ラスパイレス指数とパーシ

ェ指数の幾何平均であるフィシャ一指数が採用されることが多い。しかし

この方式を国民経済計算の国際比較に適用すると， (a)推移性と(b)行列整合
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表1 ICP参加国数の変化と ESCAP諸国の参加状況 (X印参加)

回 数 1 2 3 4 5 6 7 

実 施 年 1970 1973 1975 1980 1985 1993 1999 

パングラデシュ X 

中 国 X X 

フ イ ジー X 

香 港 X X X X 

インドネシア X X 

イ /' ド X X X X X 

イ フ ユ/ X X X X X 

日 本 X X X X X X X 

韓 国 X X X X X X 

フ オ ス X 

マレ ーシア X x X 

ネパール X X 

パキスタン X X 

フィリピ ン X X X X X X 

スリランカ X 

タ イ X X X X X X 

ヴェトナム X 

全参加国数 10 16 34 60 66 100以上

(注)オーストラリア，ニュージーランドは， ICPについては OECDグループ

に属しているので，この表には掲載されていない。第7回 ICPの欄は現

在参加を公式に表明しているもののみであり，相当数の追加参加がみこま

れている。

性の 2面から問題が発生する。推移性とは， A， B， Cの3園の比較を行

った場合， A-B聞の比較結果に， B-C聞の比較結果をリンクして得ら

れるA-C聞の間接比較が， A-C聞の直接比較と一致することを意味し

ているが，フィシャ一指数はこの条件をみたしていなし、。時系列では，時

点、の順序が予め決定されていることから，連鎖指数を採用することによっ

て解決可能であるが，国聞の比較ではこのような順序を事前に決定できな

いことに問題が生じる。さらに国民経済計算は，項目聞に複雑な勘定体系

より構成されているが，時系列比較ではこの勘定体系が実賀レベルでも成
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立することが要求されており，行列整合性とよばれている。この 2つの要

求を満足するような指数がガーリーとカーミスによって開発され GーK法

と呼ばれるようになった。この方法は，非線形の連立方程式に依存してい

るために，これを多数の国に適用するには膨大な計算が必要となることが

ネックになってきた。 (Khamis(1988)参照)しかし電子計算機の発達

とソフトウエアの開発によって，この方法をかなりの数の国に適用するこ

とが可能になり， ICPの発展に大きく貢献することになった。

(吋の問題は，比較の対象となる国の増加とともに，比較に必要な個別の

物価情報が得られないケースが増大したために，何からの「推定」が必要

になったことに由来している。そのために開発された方式はCountry-Pro-

duct-Dummy-Methodと呼ばれており，その後の ICPで広く採用されて

きている。この方式を支える仮定はきわめて単純なものであって国の

j商品に関する購買力平価 P(i， j)が共通のダミー変数と共通の

ダミー変数によって説明できるとするものである。このモデルが「単純す

ぎる」と批判することはきわめて容易で、あるが，実際の作業経験によれば

意外に有効な手段であることが知られている。このプロジェクトが，多く

の価格情報を要求するために，発展途上国を中心に参加をしぶる傾向があ

ることを考慮すると，この種の肌理の荒い方法もある程度やむを得ないと

いえるかもしれなし、。

(ぅ)の課題は ICPの利用の範囲を時点での国聞の単純な比較から，

国・時点の 2元表的比較に拡大する上できわめて重要なものである。この

ような試みは 2つの異なった目的から発展した。その 1は OECDによる

統合表の作成である。 OECD統計局は，国連統計局とは別に加盟国につ

いて，各国通貨表示の国民経済計算を調整してより精度の高い国際比較表

を発表してきた。さらに，OECDの重要構成要素である EC統計委員会が，

域内の経済政策作成用の ICPを毎年作成するようになったのを受け，他

の加盟国についても， ICPの年次系列を作成し， OECD発行の国民経済

計算年報の付録として発表するようになった。このため， OECD 加盟国
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については，異なった年次・園聞の実質レベルで、の比較一ーたとえば1995

年の日本の国内総生産と1990年のアメリカの国内総生産の実質金額の比較

ーーが可能になった。いま一つの接近はペンシルバニア大学グループによ

って進められてきた。上述のように， ICPの参加国は着実に増加してきた

が，世界を概ねカバーしつくす迄にはし、たっていないし，国際比較が特定

時点に限定されているとL、う制約がある。そこで，このグループでは，

(a) 参加国の時系列データを利用して ICP実施時点の結果を他の年度

に補外するとともに，

(b) 参加国以外の国についても，得られる経済データを利用して PPP

の推計を実施した。

この最初の結果は， Summers-Kravis-Heston (1980)に発表され，多方

面で利用されるようになった。さらに，これを発展させた Summers-

Heston (1988)では， 130ヶ国・ 35年のクロス表が，主要な支出勘定項目

別に発表されている。

(4) ICPの変質一一第4回 ICP以降

1980年に実施された第4回 ICPは大きな転換期を迎えていた。この計

画の実施にあたって， ICPは従来の InternationalComparison Projectの

名称から， Internationa1 Comparison Programmeと改称されたが，これ

は単なる名称変更にとどまらず，プロジェクトの性格が変化したことを示

している。 ICPプロジェクトの初期の目的は，世界レベルでの GDPおよ

びPPPの比較であり，特に先進国と発展途上国との比較等が注目された。

しかし参加国が増加してくると，世界規模の比較と L、うやや理論的な利

用に変わって，関係の深い園聞の比較のようなより実用的な利用法が考え

られるようになった。その先端をきったものとして前節で述べた ECの行

政目的への例があげられるが， ASEAN等の経済ブロックでもこの種の利

用法が増大してきた。このような傾向は， ICPへの参加意欲を増大させる

意味で有意義なものであったが，同時に地域内比較の精度の増大等の要求
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に答える必要が生じた。

一方，国連をとりまく財政問題も ICPの「地域ブロック化」を促進す

る要因となった。国連の予算制約のため，国連統計局の人員は減少額向に

あり，増加する ICP参加国に対応することが閤難になってきた。この結

果， ICPの地域内の比較作業は，各種国連ブランチが分担し，必要な資金

も各機闘が調達することになった。このような担当機関の地域ブロック化

は第4回 ICPよりはじまり，第5回 ICPまでに概ね終了した。表2は第

5回 ICPの担当機関の分担を示したものである。さらに，第6回 ICPの

実施に際しては，財政制約が一層顕著になった UNSOに代わって，世界

銀行が資金面，人員面でおおきな役割をはたすことになり，集計作業等は

世界銀行で集中的に実施されるようになった。)

表 2 第 5回ICP作業の地域分担

国際機関(括弧内援助機関) 地 域

EC EC加盟国，東ヨーロッパ諸国

OECD EC以外の OECD加盟国および EC非加盟の西ヨー

ロッパ諸国

ESCAP ESCAP加盟国(東アジア，太平洋諸国)

ECA (EC) アフリカ諸国

CLA (UNSO) 中南米諸国

CWA (UNSO) 中近東諸国

UNSO 世界規模比較

日本は OECDのメンパ一国として，同グループ内の ICP作業に参加す

るとともに， ESCAPのメンパーとしても ICPに参加してきた。 ICPの地

域化が確定的になった第5回からは，財政的に ESCAPの活動を支援して

きている。すなわち，それまでも実施してきた一般的な統計活動の財政面

での支援に加えて， ICP専門職員の ESCAPへの派遣およびアジア太平洋

統計研修所 (SIAP)におけるアジア各国統計職員を対象とした ICP研修

会の開催が行われた。さらに第 5回 ICPの計画にあわせて， ncp利用促
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進に関するセミナー」を ESCAP主催で開催する費用の全面負担を行った。

このセミナーは，本題である ICP利用の普及に貢献しただけでなく，次

回 ICPの企画会議の性格ももつことになった。このセミナーの第 l回は

札幌で，第2回は新潟で開催され，日本の総務庁統計局が事務局をつとめ

た (ESCAP(1985) (1991)参照)。この間経済的実力をつけた中国，韓

国は日本とともに ICP活動の支援に参画しはじめた。中国は1997年 7月

北京において開催された第 3回 ICP利用促進会議を招聴し，国家統計局

が事務局を務めた。韓国は OECD 加盟を契機として，日本とともに

ESCAP，OECDの両グループの ICP作業に参加することを表明するとと

もに，将来 ESCAP地域の ICPに対する財政的国際貢献を検討する旨の

発言があった。この結果日本の役割は相対的に低下することになるが，こ

れはむしろ歓迎されるべきことといえよう。

ICP の「地域ブロック化」は，計画実施面でも大きな変化を発生させた。

初期段階における ICPの参加国の主たる関心は，世界規模レベルの実質

国内総生産ないしそれに不随する PPPの結果であった。このため，物価

比較のために採用されている銘柄は，世界的にみて共通性をもっているも

のが選択されてきた。しかし，関心が地域化してくると状況は異なってく

る。例えば，魚は世界規模比較では軽視されがちであるが，アジアではき

わめて重要な地位を占める。このような事情に配慮、して，第4回 ICP以

降では地域比較を考慮した銘柄選択が各地域別に行われることとなった。

ESCAP地域でも同様な決定がおこなわれ，地域内の比較結果は香港ドル

表示でESCAP事務局より公表されることになった。既述のように日本は，

ESCAP， OECDの両グループに属しているために，調査銘柄は他の国よ

り多くなっている。しかし結果的に両グループの結果を日本を通じて接

続することが可能になっている。

ICPの地域化は， ESCAP内における参加国の増加にも貢献した。 PPP

の計算は特種の物価指数算式でおこなわれるが，そのウエイトは各国の

GDP総額(一人当たりではなし、)の大きさを反映する。したがって，参
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加国の増加が ICPの精度向上に不可欠であるが，特に GDPの大きな国の

参加が望まれる。 ESCAPでは，日本，中国，イラン，インド，韓国，イ

ンドネシアが GDPの大きな園であり，加盟国ではないが台湾も上位に名

をつらねている。政治的な理由から公式参加が困難な状況にある台湾を除

けば，中国を除く他の「主要国」は比較的はやくから参加していた。この

ために，中国の参加をうながす様々な働き掛けが行われ，第 6回 ICPに

部分参加することについての合意が得られ，将来の本格的な参加が期待さ

れている。その他，第 6回 ICPにはカンボジャ，フィジー，ヴェトナム

等の新規参加がみられた。ただ，不可解な理由からインドの撤退がみられ

たことは残念であった。

このような，銘柄指定の地域化は，世界的レベルでの比較を困難にする。

その解決策として，第 4回 ICP では，各地域から少数の「核国 (Core

Countη)J を選択し，これらの国については「地域銘柄」だけでなく， r世
界銘柄」の両方について調査し，後者を利用して核国聞の世界的比較を行

い，その他の国は核国の結果を媒介として世界的比較に参加するというも

のであった。しかしこの方法は 1回で打ち切られた。国際機関の予想に反

して核国を希望する園は多かったが，作業が進むとともに，多くの国から

「加重負担」であるとのクレームが続出したのである。このため，第5回

ICPでは比較的少数の「核商品 (CoreCommodity) Jを指定して，参加

国すべてに調査を依頼して，その情報を利用して世界的比較を行うことに

している。

国際共同プロジェグトでは，国聞の作業速度の差がしばしば問題となる。

ICPの場合， ECからの要請がひとつの契機となった。すなわち， ECで

は域内 ICPの結果を短期間にまとめ，域内行政目的に利用することを希

望していた。しかし ICPの最終結果は，すべての国の作業が終了する段

階で確定することになる。この場合，すでに行政目的に使用している域内

ICPと，最終確定値の聞に相違が発生することはトラフツレの原因になるo

そこで EC は「ブロック固定制」という独自の方法を提案し74)ここでは，
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既に計算された域内 ICPは固定し，世界との比較では EC全体をあたか

もlつの「連合園」のように取り扱って世界レベルの PPPを計算すると

いうものである。この方法が，理論上問題があることは明らかであるが，

行政目的との整合性を考慮して国際的に認知されるようになった。この方

法は， ECと世界比較の関係だけでなく， ECとOECD聞の関係でも実施

されている。

(5) ICPの 将 来

率直にいって ICP発足当時には，学者グループによる「お遊び」との

語りもあった。しかし，参加国の増加とともに ICP結果の利用法も拡大

している。その主要なものをあげれば，

(a) GDP総額やその一人当たりの値の実質レベルで-の比較，

(b) 価格体系の国際比較

(c) 貧困の定義や世界的所得分布の推計

等となる。 (a)に属する研究は数多く，これら 2指標のレベルで知ることは，

各国の経済力等を評価する上で大きく貢献している(例えばAhmad

(1997)参照)0PPPの計算は結果的に各国の物価構造の特色を明らかにす

ることになり，その類型化に興味ある研究が発表されてきている(例えば

Katsura (1992)， Hill (1997)参照)。発展途上国の援助に不可欠は貧困者

の数を国際的な統一基準で推計する上でも，消費水準の実質比較は不可欠

である(富樫(1997)参照)。さらに， ICPを利用して世界規模の所得分

布を推計するというような，新しい研究もみられるようになった(吉田

(1997)参照)。約四半世紀にわたって，きわめて部分的とはし、え，この

作業に関わってきたものとして，このプロジェクトの着実な成長を歓ぶと

ともに，今後の発展を期待したい。
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〔注〕

*>この論文の一部は Mizoguchi(1992)によっている。

(1) たとえば森田(1989)に収録されている各論文参照。

(2) これらの研究のレピュウとしては，Beckerman (1965)をあげることができる。

(3) 初期の ICPでは国民総生産の比較が行われたが，国連の国民経済計算体系が

国内総生産を重視するように変化したのに対応して ICPも国内総生産ベースに

移行することになった。

(4) この作業で対象となったのは，アメリカ，連合王国，フランス，西ドイツ，イ

タリアの 5ヶ国である。

(5) 生産勘定を利用した研究としては， ]orgenson-Kuroda (1990)等がある。

(6) この撤退の背景は必ずしも明らかでないが，あえて推量すれば， Kravis等の

提案に当時の発展途上国の統計が適応できないと世界銀行が判断したためと考え

られる。その後世界銀行は ICPに対して総じて批判的な立場をとってきたが，

後述のように第6回からは積極的役割を演じるようになった。

(7) 第 1回 ICPへの参加国は以下のとうりである。フランス，西ドイツ，イタリー，

連合王国，ハンガリー，アメリカ，日本，インド，ケニア，コロンピア。

(8) アメリカへの派遣メンバーは，山田雄三(一橋大学)，永山貞則(総理府統計

局)，野田 孜(経済企画庁)，溝口敏行(一橋大学)である。なお括弧内の所属

は派遣当時のものである。

(9) この間の日本側の活動状況については ]SPS(1971)参照。なお，同報告書の

タイトノレは，最初の計画書のタイトノレをとって「生活水準比較」となっているが，
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実態は ICPがカバーする全項目にわたっている。

(lO) 第2回 ICP以降，日本側の作業が政府機関へ移行したため，第2回，第3回

ICP作業には筆者は直接関与していない。このため，この時期に関する記述は主

として ESCAP(1985)および全国統計協会連合会(1997)によっている。

。。 連鎖指数は，推移性の性格だけでなく，金額変化を数量変化と価格変化に対照

的に分解する性質をもっディピジア指数の近似としても，国民経済計算の実質化

の分野で注目を集めている。

同 国聞の順序付けについては，ラスパイレス指数とパーシェ指数の相違の程度を

基準とする SpanningTreeの考え方が注目される。 Hi1l(1997)参照。

同地域性が強調される一つの例としては，アフリカ諸国を対象としている ICP

はAfricanComparison Programmeと呼ばれていることをあげることができょう。

例 日本政府が ESCAPの統計活動に積極的になった背景には，倉林義正氏が国連

統計局局長に就任したことも大きな動機になっている。日本政府の ESCAP支援

については，全国統計連合会(1997)参照。

(15) 筆者はこの第 l回，第2会セミナーには「議長」として第3回には Resource

Personとして参加した。

帥 ICPの物価比較法では，表示される貨幣単位に結果が左右されないものが採用

されている。したがって，理論上はアメリカドルや日本円でも差し支えないはず

であるが，国際会議では予想以上に微妙な問題となる。第 1回の ICP利用促進

セミナーでは，第4回の域内 ICPの表示をどの貨幣単位で行うかが議題になり，

ESCAP事務局の複数の提案の中から香港ドルが採用された。

付 台湾は個別にペンシノレパニア大学と接触しており，実質的な ICP作業が行わ

れてL、る。また Summers-Kravis-Heston(1980)， Summers-Heston (1988)の

作業には，台湾も加えられている。

同溝口・王・松田(1990)は中国の参加促進活動の一部として書かれたものであ

る。なお，第6回 ICPで中国は個人消費比較についてのみ参加している。同様

の部分参加は，他の ESCAP諸国にもみられる。

(19) インドは第6回 ICP計画の途中で突然参加を中止したが，筆者の印象によれ

ば，世界銀行との確執が原因のように思われる。

制 ECは， PPPの計算にあたって当初一般的だったG-K 法ではなく EKS法

(E1teto-Koves-Szuc Method)の利用を推進した点でも独自性をもっている。こ

の結果，近年では EKS法を利用するケースが増加している。算式選択の議論は，

国民経済計算の専門家の聞で数多く行われているので，本論ではとりあげなし、。




